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1

評価レベル 項目数

5 取組をすべて実施し、実施項目の目的を達成した（81～100％）

4 取組のすべてを実施した（61～80％）

3 取組のうち主要部分を終えた（41～60％）

2 市の取組方針等を策定した（21～40％）

1 協議・検討中（1～20％）

№ H23実施担当課 ページ

(1) 行政評価の実施 1 2 企画財政課 3

2 5 企画財政課 4

3 4 地域振興課 4

4 3 生涯学習課 5

5 4 地域振興課 5

(1)
市民と行政の役割分担
の明確化

6 5 企画財政課 6

7 4 企画財政課 7

8 5 地域振興課 7

9 4 監査委員事務局 8

10 5 総務課 8

11 2 総務課 9

12 4 地域振興課 9

13 5 総務課 10

14 5 地域振興課 10

15 3 企画財政課 11

16 4 総務課 11

(2) 資産・債務管理の徹底 17 3 管財課 12

18 3 収納課 13

19 3 企画財政課 13

(4) 財政情報の公表 20 5 企画財政課 14

(1)【前期実施計画の体系】

大項目 中項目

1
成果を重視した自治体経営の推進
（あれもこれもから、あれかこれかへ）

パートナーシップを活かしたまちづくり

(4)

(2)

(3) 透明性の向上

ＮＰＯなどへの支援

市長とのふれあい懇談会の実施

自治会への支援

市民の参画・協働の機
会の確保

まちづくり協議会への支援

自主財源の確保

2

市民活力、地域活力の
醸成

説明責任の徹底

市民ニーズの把握

(3)

3 健全財政の確保

(1) 徹底した歳出の節減

(3)

(2)

広報紙、ホームページの掲載内容の充実

(仮称)まちづくり基本条例の制定

定員適正化計画に基づく人件費の削減

遊休土地(未利用地)の売却、貸し付け

業務改善運動の推進

監査体制の充実・強化

審議会等の会議の公開及び委員の公募の推進

実施項目

公会計の活用

行政評価システムの確立

まちづくり出前講座の充実

パブリックコメント制度の拡充

ワークショップの活用

市税等の収納率の向上、納税窓口の拡大

有料広告等の募集

自主防災組織の設立・支援

市民アンケートの実施

14

8

20

3

0

計画期間内の
達成状況評価



№ H23実施担当課 ページ大項目 中項目 実施項目
計画期間内の
達成状況評価

21 3 市民課 15

22 4 総務課 15

23 5 総務課 16

24 3 企画財政課 17

25 5 管財課 17

26 5 管財課 18

27 3 企画財政課 19

28 3 企画財政課 19

29 3 子育て支援課 20

30 5 学校教育課 20

(4) 民間活力の導入 31 3 企画財政課 21

(5) 受益者負担の見直し 32 2 企画財政課 21

33 3 事業課 22

34 3 下水道課 22

35 5 都市計画課 23

36 3
生活環境課・商工振興課・
ｽﾎﾟｰﾂ振興課 24

37 3 総務課 25

38 5 総務課 25

(2) 庁内分権の推進 39 3 総務課・企画財政課 26

40 3 企画財政課 27

41 3 企画財政課 27

42 3 総務課 28

43 3 総務課 28

44 5 総務課 29

(5) 職員の意識改革 45 4 総務課 29

(3) 縦割り行政の見直し

時間外勤務手当の削減

人事評価制度の導入と処遇への反映

水道事業

5 市役所の体質の強化・改善

住民票等の請求受付、引渡し業務の拡大

工事の品質確保

定員、給与の公表

人材育成基本方針の推進

権限移譲による組織内の分権化

プロジェクトチームの有効活用

組織目標の設定による業務管理の徹底

地方公社

課、係の統合による業務の効率化の推進

使用料・手数料などの見直し

下水道事業

公の施設の統廃合の検討

小・中学校の学区の見直し、適正配置(再編)
の検討

民間委託の推進、及びＰＦＩ方式活用の検討

補助金交付の適正化の推進

幼・保一元化と幼稚園・保育園の適正配置、
民営化等の検討

定員、給与の適正化(4)

地方公営企業等の経営
健全化

(1)
市民の視点でのサービ
ス向上

公の施設のあり方の見
直し

4 行政サービスのあり方の抜本的な見直し

(2)
事務・事業の整理、統

合

(3)

(6)

電子申請システムの導入

一般競争入札の活用と電子入札の導入

電子決裁化の推進
(1)
組織のスリム化、効率
化の推進

公の施設の管理形態の見直し(指定管理者制
度の活用)

第三セクター

統合型地理情報システム(GIS)の導入

2

























































Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23(見込) 合 計

15 2 3 17 22

16 251 183 92 283 809

17 44 40 15 97 196

19 3 3 4 4 14

24 23 16 1 40

27 18 4 0 22

32 7 7

36 4 2 8 14

42 1 9 6 16

326 269 135 410 1,140

0 278 495 605 1,378

326 547 630 1,015 2,518

2,518百万円前期実施計画の財政的効果見込額(累積額)

過 年 度 合 計

累 積 額

(3)【財政的効果見込額】

燕市行政改革大綱前期実施計画の実施により、得られた効果については、主に、住民の利便性の向上など「政策的効

果」を期待して得られたものと歳出削減などの「財政的効果」を期待して得られたものに大別できます。

このうち、主な財政的効果については、定員適正化計画に基づく人件費の削減に伴う効果額が約80％を占めている状

況です。その他では、遊休土地の売却や補助金交付適正化の推進に向けた削減があります。このように前期実施計画期

間において財政的効果を期待して得られた成果は、次のとおりです。

№ 実 施 項 目
財 政 的 効 果 額 ( 百 万 円 )

使用料・手数料などの見直し

第三セクターの見直し

時間外勤務手当の削減

単 年 度 合 計

業務改善運動の推進

定員適正化計画に基づく人件費の削減

遊休土地(未利用地)の売却、貸し付け(売却のみ)

有料広告等の募集

補助金交付の適正化の推進

公の施設の管理形態の見直し(指定管理者制度の活用)
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